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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．従業員数は、就業人員であり、平均臨時雇用者数は各期間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

４．当社は、第７期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期間より金融商品取

引法第193条の２第１項の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高 （千円） － － 4,731,061 6,419,210 7,002,292 

経常利益 （千円） － － 132,123 233,956 165,418 

中間（当期）純利益 （千円） － － 84,970 86,410 65,635 

純資産額 （千円） － － 1,509,177 1,020,402 1,381,706 

総資産額 （千円） － － 5,909,335 2,646,635 5,579,756 

１株当たり純資産額 （円） － － 52,405.63 45,186.52 50,989.22 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） － － 2,976.82 5,591.49 2,609.35 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － 2,624.41 － 2,108.86 

自己資本比率 （％） － － 25.5 38.6 24.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 485,038 576,490 330,955 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △699,385 △758,049 △2,914,559 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 146,440 245,468 2,761,548 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 307,079 197,042 374,985 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

363 

[580] 

261 

[398] 

337 

[565] 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．従業員数は、就業人員であり、平均臨時雇用者数は各期間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

４．当社は、第７期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より金融商品取引法第

193条の２第１項の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高 （千円） － － 4,489,575 6,204,686 6,828,239 

経常利益 （千円） － － 95,025 205,591 156,154 

中間（当期）純利益 （千円） － － 62,272 63,302 60,348 

資本金 （千円） － － 653,075 483,775 631,825 

発行済株式総数 （株） － － 28,798 22,582 27,098 

純資産額 （千円） － － 1,476,514 1,015,724 1,371,740 

総資産額 （千円） － － 5,732,961 2,516,206 5,431,312 

１株当たり純資産額 （円） － － 51,271.41 44,979.37 50,621.47 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） － － 2,181.64 4,096.20 2,399.14 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － 1,923.36 － 1,938.97 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 25.8 40.4 25.3 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

352 

[580] 

255 

[398] 

326 

[565] 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社（㈱ジェイブライダル、㈱ジェイメディックス）の計３社から構成されてお

り、居酒屋、レストランなどの飲食事業を中心に、結婚式の企画運営を行うブライダル事業、不動産の賃貸及び管理

業務等を行う不動産事業、広告代理業務等のその他の事業を行っております。 

 当中間連結会計期間における各部門に係る主な事業内容の変更と主な関係会社の異動は、概ね次のとおりでありま

す。 

＜飲食事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

＜ブライダル事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

  ＜不動産事業＞ 

 当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントとして新たに不動産事業を設けております。不動産事業の主

な事業内容は、テナント、社員寮等の不動産の賃貸及び管理業務等で、当該事業に携わる主な関係会社は、当社及

び株式会社ジェイメディックスであります。なお、事業の種類別セグメントの内容につきましては、「第５ 経理

の状況 １．中間連結財務諸表等 （1）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであ

ります。 

＜その他の事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

［事業系統図］ 

 以上、述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．株式会社ジェイブライダルは当社が株式を100％所有する連結子会社であります。 

２．株式会社ジェイメディックスは当社が株式を100％所有する連結子会社であります。 

３．点線はグループ内での取引を示しております。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 



４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、〔外書〕は臨時従業員の当中間連結会計期間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。 

２．臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトの従業員を含んでおります。 

３．従業員数が当中間連結会計期間中において26人増加しておりますが、これは主として新規出店に伴う採用に

よるものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、〔外書〕は臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

２．臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトの従業員を含んでおります。 

３．従業員数が当中間会計期間中において26人増加しておりますが、これは主として新規出店に伴う採用による

ものであります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

飲食事業 313 〔580〕 

ブライダル事業 11 〔 －〕 

 不動産事業 1 〔 －〕  

その他の事業 1 〔 －〕 

管理部門 37 〔 －〕 

合計 363 〔580〕 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 352 〔580〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

当中間連結会計期間は半期報告書の提出初年度であるため、前年同期との比較を行っておりません。 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国の景気動向やサブプライム問題等の不安要素や金利上昇等が

懸念されつつも、企業業績の改善を背景に積極的な設備投資や雇用情勢の改善等が持続し、個人消費にも緩やか

な回復の兆しが見られました。 

 外食業界におきましては、ファーストフードの牽引により新規出店を含めた全店ベース、既存店ベースともに

堅調に推移いたしましたが、Ｍ＆Ａ等による上位企業へのシェア集中が進む中で依然として厳しい競争環境が続

いており、新規出店競争の一方で既存店業績の改善に注力する動きも進んでおります。また、健康志向や安全性

の問題など、食に対する消費者意識の高まりやニーズの多様化もより鮮明となっており、ターゲットやコンセプ

ト等を明確にした戦略が以前にも増して重要であると認識しております。 

 このような環境のもと、当社グループでは、前連結会計年度に進出した関西地区及び仙台地区を含めた既存エ

リアの営業基盤の確立と今後の出店のための人材の確保及び育成に努めてまいりました。また、東海地区３店

舗、関東地区４店舗、関西地区１店舗、仙台地区１店舗の合計９店舗の新規出店と既存店２店舗のリニューアル

オープンを行い、平成19年８月31日現在の業態数及び店舗数は、30業態66店舗となりました。なお、平成19年６

月に「紗LaLa（シャララ）」及び「The Garden 丸の内（ザ・ガーデンマルノウチ）」（名古屋市中区）を売却

し、40百万円の特別利益を計上いたしました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は4,731百万円、営業利益は93百万円、経常利益は132百万円とな

り、中間純利益は84百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントごとの業績の概況は、次のとおりであります。 

① 飲食事業 

 引き続き積極的な新規出店を行い、新たに２つの業態を展開いたしました。居酒屋部門におきましては、平成

19年４月に「ほっこり芝大門店」（東京都港区）及び「ほっこり仙台店」（仙台市青葉区）、同年５月に「ほっ

こり有楽町店」（東京都千代田区）及び「ほっこり品川店」（東京都港区）、同年８月に「芋蔵金山店」（名古

屋市熱田区）の計５店舗を出店いたしました。また、レストラン部門におきましては、平成19年３月に「穂っこ

り堺店」（堺市北区）、同年６月に新業態「PRANA STYLE（プラナスタイル）」（千葉県浦安市）、同年７月に

新業態「しゃぶ銀岐阜六条店」（岐阜県岐阜市）、同年８月に「しゃぶ銀本店」（名古屋市熱田区）の計４店舗

を出店いたしました。 

 既存店につきましては、平成19年５月に「ほっこり銀座店」（東京都港区）を改装し「てしごと家銀座店」

を、平成19年７月に「GAPPO（ガッポ）」（名古屋市中村区）を改装し「我歩（ガッポ）」をリニューアルオー

プンいたしました。 

 その結果、飲食事業における売上高は4,434百万円、営業利益は63百万円となりました。 

② ブライダル事業 

 「LUCENT TOWER and VILLA（ルーセントタワーアンドヴィラ）」（名古屋市西区）及び「THE GARDEN NANZAN 

VILLA（ザ・ガーデンナンザンヴィラ）」（名古屋市昭和区）の両施設ともに順調に推移いたしました。特に、

平成19年１月に開設いたしました「LUCENT TOWER and VILLA」では、名古屋駅直結の好立地を活かして積極的な

営業活動を行いました。 

 その結果、ブライダル事業における売上高は365百万円、営業利益は６百万円となりました。 

③ 不動産事業 

 テナントビル「ダイヤモンドウェイ」の賃貸収入等により、不動産事業における売上高は62百万円、営業利益

は17百万円となりました。 

④ その他の事業 

 広告代理業務等のその他の事業における売上高は125百万円、営業利益は２百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・

フローが485百万円の資金増、投資活動によるキャッシュ・フローが699百万円の資金減、財務活動によるキャッ

シュ・フローが146百万円の資金増となりました。その結果、当中間連結会計期間末の資金残高は307百万円とな

りました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は485百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益を166百万円、

非資金項目である減価償却費を277百万円計上したことに加え、売上債権が57百万円増加したことなどによるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は699百万円となりました。これは主に、新規出店に伴う有形固定資産の取得に

よる支出が630百万円、差入保証金の差入による支出が164百万円あったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は146百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入が480百万円、長

期借入金の返済による支出が316百万円、新株予約権の権利行使に伴う新株の発行による収入が42百万円あった

ことなどによるものであります。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間は半期報告書の提出初年度であるため、前年同期との比較を行っておりません。 

(1) 仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は仕入価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 当中間連結会計期間におけるブライダル事業の受注実績については、次のとおりであります。 

  （注）飲食事業、不動産事業及びその他の事業については、該当事項がないため記載しておりません。 

(3) 販売実績 

① セグメント別販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日  
至 平成19年８月31日）  

 仕入高（千円）  前年同期比（％） 

飲食事業 1,186,678 － 

ブライダル事業 152,895 － 

不動産事業 33,747 － 

その他の事業 7,630 － 

合計 1,380,951 － 

事業の種類別セグメントの名称 

 当中間連結会計期間  
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

受注件数（件）  受注件数残高（件）  

 ブライダル事業 137 122 

合計 137 122 

事業の種類別セグメントの名称 

 当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 

  至 平成19年８月31日） 

販売高（千円）   前年同期比（％） 

飲食事業 4,304,049 － 

ブライダル事業 365,221 － 

不動産事業 49,537 － 

その他の事業 12,252 － 

合計 4,731,061 － 



② 地域別販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

 当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 

  至 平成19年８月31日） 

 販売高（千円） 前年同期比（％）  

東海地区（愛知県、岐阜県） 2,532,016 － 

関東地区（東京都、神奈川県、千葉県） 1,955,104 － 

関西地区（大阪府、兵庫県） 114,949 － 

その他 （宮城県） 128,990 － 

合計 4,731,061 － 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社は、株式会社プラン・ドゥー・シーに設備を売却しております。 

 その主要な設備は、次のとおりであります。 

 提出会社  

（注）帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

 紗LaLa 

（名古屋市中区丸の内） 
 飲食事業  内装設備 32,971 － － 983 33,954 － 

 The Garden 丸の内 

（名古屋市中区丸の内） 
 飲食事業  内装設備 14,456 － － 1,213 15,670 － 



２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設について、完了したものは次のとお

りであります。 

事業所名 

（所在地） 
事業部門 設備の内容 

投資額 

資金調達方

法 

着手及び完了年月 完成後の 

増加能力 

（席） 

総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 
着手 完了 

穂っこり堺店 

（堺市北区） 
飲食事業 店舗設備 40,150 38,874 

借入金・自

己資金 
平成19年３月 平成19年３月 100 

ほっこり芝大門店 

（東京都港区） 
飲食事業 店舗設備 124,818 118,564 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年３月 平成19年４月 84 

ほっこり仙台店 

（仙台市青葉区） 
飲食事業 店舗設備 78,495 74,492 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年３月 平成19年４月 80 

ほっこり有楽町店 

（東京都千代田区） 
飲食事業 店舗設備 139,785 132,463 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年３月 平成19年５月 110 

ほっこり品川店 

（東京都港区） 
飲食事業 店舗設備 102,550 89,372 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年４月 平成19年５月 80 

ＰＲＡＮＡ ＳＴＹＬＥ 

（千葉県浦安市） 
飲食事業 店舗設備 230,920 25,961 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年３月 平成19年６月 330 

芋蔵金山店 

（名古屋市熱田区） 
飲食事業 店舗設備 118,323 17,283 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年６月 平成19年８月 126 

しゃぶ銀本店 

（名古屋市熱田区） 
飲食事業 店舗設備 56,869 7,731 

借入金・自

己資金・リ

ース 

平成19年６月 平成19年８月 62 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 90,000 

計 90,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成19年８月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 28,798 28,810 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 28,798 28,810 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年８月30日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社は、平成15年10月６日開催の取締役会決議に基づき、平成15年11月５日付をもって普通株式１株を４株

に分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。提出日

の前月末現在において、新株予約権１個につき目的となる株式数は４株であります。 

２．当社が株式分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の単元未満株についてはこれを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３．当社が株式分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社との吸収合併または新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価

額の調整を行う。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 1,087 1,084 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,348 4,336 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月１日 

至 平成25年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    25,000 

資本組入額   12,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がその権

利を行使することができ

るものとする。 

②新株予約権の質入れ、担

保権の設定は認めないも

のとする。 

③その他の条件について

は、取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

発行価額 
＝ 

調整前 

発行価額 
× 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．平成19年９月１日から平成19年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が12株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ150千円増加しております。 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年３月１日～ 

平成19年８月31日 
1,700 28,798 21,250 653,075 21,250 583,075 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新田 二郎 名古屋市中区 11,221 38.96 

（有）ニューフィールド 名古屋市中区千代田４丁目１－23 1,696 5.89 

安田 博 愛知県愛西市 1,080 3.75 

林 芳郎 名古屋市名東区 960 3.33 

ジェイプロジェクト社員持株会 名古屋市中区錦２丁目11－１ 886 3.08 

林 裕二 東京都中央区 862 2.99 

石川 智巳 名古屋市天白区 860 2.99 

新田 浩雅 京都市右京区 800 2.78 

生井 嘉幸 愛知県愛知郡東郷町 780 2.71 

二村 篤志 名古屋市東区 770 2.67 

計 － 19,915 69.15 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が70株含まれております。また、「議決 

    権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数70個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,798 28,798 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 28,798 － － 

総株主の議決権 － 28,798 － 

  平成19年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

高（円） 220,000 203,000 161,000 138,000 153,000 125,000 

低（円） 150,000 150,000 122,000 117,000 115,000 91,000 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19

年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財

務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     306,738     374,645   

２．売掛金     289,219     231,542   

３．有価証券     340     340   

４．たな卸資産     65,519     53,187   

５．繰延税金資産     23,476     15,036   

６．その他     148,938     168,972   

貸倒引当金     △1,884     △557   

流動資産合計     832,348 14.1   843,167 15.1 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１             

(1）建物及び構築物 ※２   2,803,214     2,662,335   

(2）土地 ※２   863,820     863,820   

(3）建設仮勘定     81,637     78,418   

(4）その他     228,578     203,204   

有形固定資産合計     3,977,250 67.3   3,807,779 68.2 

２．無形固定資産     3,365 0.1   2,287 0.0 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     7,075     7,073   

(2）差入保証金     1,012,712     862,871   

(3）その他     76,593     56,586   

貸倒引当金     △10     △9   

投資その他の資産合計     1,096,371 18.6   926,522 16.6 

固定資産合計     5,076,986 85.9   4,736,588 84.9 

資産合計     5,909,335 100.0   5,579,756 100.0 

      

 



    
当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     210,776     169,739   

２．短期借入金     －     50,000   

３．一年以内返済予定 
    長期借入金 

※２   585,179     546,232   

４．一年以内償還予定社債     110,000     70,000   

５．未払金     414,411     521,872   

６．未払法人税等     103,919     29,172   

７．賞与引当金     15,932     13,271   

８．その他     165,024     89,991   

流動負債合計     1,605,243 27.2   1,490,279 26.7 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     －     50,000   

２．長期借入金 ※２   2,736,152     2,611,159   

３．その他     58,762     46,611   

固定負債合計     2,794,914 47.3   2,707,770 48.5 

負債合計     4,400,157 74.5   4,198,050 75.2 

      

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     653,075 11.1   631,825 11.3 

２．資本剰余金     583,075 9.9   561,825 10.1 

３．利益剰余金     273,078 4.6   188,107 3.4 

株主資本合計     1,509,228 25.5   1,381,757 24.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券 
  評価差額金 

    △50 △0.0   △51 △0.0 

評価・換算差額等合計     △50 △0.0   △51 △0.0 

純資産合計     1,509,177 25.5   1,381,706 24.8 

負債純資産合計     5,909,335 100.0   5,579,756 100.0 

      



②【中間連結損益計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,731,061 100.0   7,002,292 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,368,367 28.9   1,898,034 27.1 

売上総利益     3,362,694 71.1   5,104,257 72.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,269,300 69.1   5,027,189 71.8 

営業利益     93,393 2.0   77,068 1.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．協賛金収入   63,366     82,692     

２．その他   15,752 79,118 1.7 75,303 157,995 2.3 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   32,032     39,437     

２．その他   8,356 40,388 0.9 30,208 69,646 1.0 

経常利益     132,123 2.8   165,418 2.4 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※２ 40,586 40,586 0.9 600 600 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※３ 6,339     6,008     

２．投資有価証券売却損   －     232     

３．減損損失 ※４ － 6,339 0.1 17,133 23,374 0.3 

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

    166,369 3.5   142,643 2.0 

法人税、住民税及び 
事業税 

  94,490     77,202     

法人税等調整額   △13,090 81,399 1.7 △194 77,007 1.1 

中間（当期）純利益     84,970 1.8   65,635 0.9 

      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年２月28日 残高（千円） 631,825 561,825 188,107 1,381,757

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 21,250 21,250 － 42,500

中間純利益 － － 84,970 84,970

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － －

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

21,250 21,250 84,970 127,470

平成19年８月31日 残高（千円） 653,075 583,075 273,078 1,509,228

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等合計 

平成19年２月28日 残高（千円） △51 △51 1,381,706 

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 － － 42,500 

中間純利益 － － 84,970 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

0 0 0 

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

0 0 127,471 

平成19年８月31日 残高（千円） △50 △50 1,509,177 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）       

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高（千円） 483,775 413,775 122,472 1,020,022

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 148,050 148,050 － 296,100

当期純利益 － － 65,635 65,635

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

148,050 148,050 65,635 361,735

平成19年２月28日 残高（千円） 631,825 561,825 188,107 1,381,757

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等合計 

平成18年２月28日 残高（千円） 379 379 1,020,402 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 － － 296,100 

当期純利益 － － 65,635 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△431 △431 △431 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△431 △431 361,303 

平成19年２月28日 残高（千円） △51 △51 1,381,706 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純利益   166,369 142,643 

減価償却費   277,428 411,293 

減損損失   － 17,133 

貸倒引当金の増加額   1,327 152 

賞与引当金の増減額（△は減少）   2,661 △7,294 

受取利息及び受取配当金   △810 △717 

支払利息   32,032 39,437 

固定資産売却益   △40,586 △600 

固定資産除却損   5,004 6,008 

投資有価証券売却損   － 232 

売上債権の増加額   △57,676 △126,283 

たな卸資産の増加額   △12,331 △13,402 

仕入債務の増加額   41,036 54,890 

未払金の増加額   27,907 48,535 

その他   93,394 △61,190 

小計   535,758 510,838 

利息及び配当金の受取額   743 717 

利息の支払額   △30,340 △38,684 

法人税等の支払額   △21,123 △141,915 

営業活動によるキャッシュ・フロー   485,038 330,955 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   － △8,000 

定期預金の払戻による収入   － 38,005 

有形固定資産の取得による支出   △630,143 △2,676,852 

有形固定資産の売却による収入   90,000 4,427 

無形固定資産の取得による支出   △1,500 △550 

貸付けによる支出   △3,580 △8,560 

貸付金の回収による収入   3,878 5,937 

差入保証金の回収による収入   10,432 11,524 

差入保証金の差入による支出   △164,894 △293,850 

その他   △3,577 13,358 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △699,385 △2,914,559 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金純増減額   △50,000 － 

長期借入れによる収入   480,000 2,980,000 

長期借入金の返済による支出   △316,060 △492,935 

社債の償還による支出   △10,000 △20,000 

株式の発行による収入   42,500 294,483 

財務活動によるキャッシュ・フロー   146,440 2,761,548 

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 

（△は減少） 
  △67,906 177,943 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   374,985 197,042 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
  （期末）残高 

※１ 307,079 374,985 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

連結子会社の数 ２社 

株式会社 ジェイメディックス 

株式会社 ジェイブライダル 

連結子会社の数 ２社 

同左 

  

２．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

 全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致しており

ます。 

 全ての連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しております。 

３．会計処理基準に関す

る事項 

    

(1）重要な資産の評価

基準及び評価方法 

  

  

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

  

ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

  

  

  

ハ たな卸資産 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法 

ハ たな卸資産 

原材料及び貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

  

  

イ 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用し

ております。 

 また、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物  ５～39年 

車両運搬具    ６年 

工具器具備品   ２～15年 

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間の均等償却によって

おります。 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

ロ 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年）に基づいておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

同左 

  

  

ハ 長期前払費用 

 均等償却を採用しております。 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

ハ 長期前払費用 

同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(3）重要な引当金の計

上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  

  

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当連結会計年度負担額を計

上しております。 

(4）重要なリース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計

の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満た

す金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金の利息 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

ハ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  

  

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を半期

毎に比較し、両者の変動額を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

４．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する短期投資から

なっております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益が17,133

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金

額から直接控除しております。 

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,381,706千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表は、改正

後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

（減価償却方法の変更） 

 当中間連結会計期間から法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降取得の有形固定

資産については、改正法人税法に規定する償

却方法により減価償却費を計上しておりま

す。これにより減価償却費は9,461千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益は同額減少しております。 

────── 

  

  

  

（不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上

区分） 

 従来、賃貸資産に関する受取賃貸料及び費

用は、営業外収益及び営業外費用に計上して

おりましたが、テナントビル取得に伴い不動

産賃貸収入の金額的重要性が高まり、経営成

績をより適正に表示するため、当中間連結会

計期間から売上高及び売上原価に計上する方

法に変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法と比較して、

売上高は49,537千円、売上原価は33,747千円

増加し、営業外収益は49,537千円、営業外費

用は33,747千円減少するとともに、売上総利

益及び営業利益は15,790千円増加しておりま

すが、経常利益及び税金等調整前中間純利益

への影響はありません。 

────── 

  

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,334,068千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,190,205千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 906,756千円

土地 863,733千円

計 1,770,490千円

建物及び構築物 921,189千円

土地 863,733千円

計 1,784,922千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年以内返済予定 

長期借入金 
105,448千円

長期借入金 1,484,258千円

計 1,589,706千円

一年以内返済予定 

長期借入金 
105,448千円

長期借入金 1,536,982千円

計 1,642,430千円



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 114,150千円

給料手当 1,354,166 

地代家賃 475,760 

減価償却費 260,635 

水道光熱費 178,177 

備品消耗品費 87,480 

広告宣伝費 75,887 

リース料 89,212 

貸倒引当金繰入 1,327 

賞与引当金繰入 35,716 

役員報酬 219,065千円

給料手当 2,066,912 

地代家賃 694,176 

減価償却費 406,900 

水道光熱費 263,942 

備品消耗品費 198,169 

広告宣伝費 161,343 

貸倒引当金繰入 152 

賞与引当金繰入 13,271 

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 38,431千円

工具器具備品 2,154千円

計 40,586千円

建物及び構築物 488千円

工具器具備品 111千円

計 600千円

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 5,778千円

工具器具備品 561千円

計 6,339千円

建物及び構築物 5,564千円

車両運搬具 443千円

計 6,008千円

※４．     ───── ※４．減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは、以下の資産について減損損失を

計上しております。 

  用途場所 種別 減損損失 

直営店舗 
愛知県 

３店舗 

建物及び構築物 9,976千円 

工具器具備品 819千円 

リース資産 6,337千円 

計 17,133千円 

  当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として、直営店舗

を基本単位とした資産のグルーピング

を行っております。直営店舗について

は収益性の低下により営業活動から生

ずる損益が継続してマイナスである資

産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額17,133千円を減

損損失として特別損失に計上しており

ます。 

また、資産グループ毎の回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は売却が困難であるため

零として評価しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使によるもの2,916株及び一般募集による新株の発行によるもの1,600株で

   あります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 27,098 1,700 － 28,798 

合計 27,098 1,700 － 28,798 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 22,582 4,516 － 27,098 

合計 22,582 4,516 － 27,098 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成19年８月31日現在） （平成19年２月28日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 306,738

ＭＲＦ 340

現金及び現金同等物 307,079

  （千円）

現金及び預金勘定 374,645

ＭＲＦ 340

現金及び現金同等物 374,985



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 
（千円） 

建物及び
構築物 

875,009 41,521 833,488 

 その他 447,782 179,349 268,433 

合計 1,322,792 220,870 1,101,921 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

減損損失
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

建物及び
構築物 

390,300 6,960 － 383,339 

 その他 393,106 223,812 5,951 163,342 

合計 783,406 230,772 5,951 546,682 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 157,794千円

１年超 950,277千円

計 1,108,071千円

１年内 95,138千円

１年超 456,462千円

計 551,600千円

  リース資産減損勘定の残高 249千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 84,080千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
249千円

減価償却費相当額 71,440千円

支払利息相当額 13,642千円

支払リース料 76,036千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
6,088千円

減価償却費相当額 63,313千円

支払利息相当額 6,618千円

減損損失 6,337千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成19年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 7,160 7,075 △85 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 7,160 7,075 △85 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 ＭＲＦ 340 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 7,160 7,073 △87 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 7,160 7,073 △87 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

ＭＲＦ 340 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成19年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

決議日  平成15年８月30日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役３名、監査役１名、当社従業員87名、 

当社子会社従業員１名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式 3,000株 

付与日 平成15年８月31日 

権利確定条件 定めておりません。 

対象勤務期間 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成17年９月１日 

至 平成25年８月31日 

権利行使価格（円）  25,000 

付与日における公正な評価単価（円）  － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

(注)１．事業区分の方法 

事業の種類別セグメントは、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主要な内容 

飲食事業・・・・・・居酒屋、レストラン等での飲食サービスの提供 

ブライダル事業・・・挙式・披露宴サービスの提供 

不動産事業・・・・・不動産の賃貸・管理業務等 

その他の事業・・・・広告代理業等 

３．不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上区分 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、賃貸資産に関する受取

賃貸料及び費用は、従来、営業外収益及び営業外費用に計上しておりましたが、当中間連結会計期間から売

上高及び売上原価に計上する方法に変更しております。また、この変更により、事業の種類別セグメントと

して新たに不動産事業を設けております。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

当社及び連結子会社は、外食事業を主要な事業内容としており、外食事業の売上高及び営業利益の金額は全

セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年３

月１日 至 平成19年２月28日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年３

月１日 至 平成19年２月28日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 
飲食事業 

（千円） 

ブライダル
事業 

（千円） 

不動産事業

（千円）  

その他の 
事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

  売上高 
4,304,049 365,221 49,537 12,252 4,731,061 － 4,731,061 

(2) セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
130,114 － 13,290 112,814 256,218 (256,218)  － 

計 4,434,163 365,221 62,827 125,066 4,987,279 (256,218)  4,731,061 

営業費用 4,370,303 359,204 45,021 122,625 4,897,155 (259,487)  4,637,667 

営業利益 63,859 6,017 17,806 2,441 90,124 3,269 93,393 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 52,405円63銭

１株当たり中間純利益 2,976円82銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
2,624円41銭

１株当たり純資産額 50,989円22銭

１株当たり当期純利益 2,609円35銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
2,108円86銭

   当社株式は当連結会計年度中に上場したた

め、１株当たり情報の算定期間である当連結

会計年度を通した期中平均株価が把握できな

いことから、上場後の期中平均株価を当連結

会計年度を通した期中平均株価とみなして潜

在株式調整後１株当たり当期純利益を算定し

ております。 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり中間（当期）純利益     

中間（当期）純利益（千円） 84,970 65,635 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
84,970 65,635 

普通株式の期中平均株式数（株） 28,544 25,154 

      

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 3,833 5,970 

（うち新株予約権） （3,833） (5,970) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 ───── 新株予約権の行使 

 平成19年３月26日付の新株予約権の行

使により、株式数等が次のとおり増加い

たしました。 

 これにより平成19年４月30日現在の発

行済株式の総数は28,778株、資本金は

652,825千円、資本準備金は582,825千円

となっております。 

株式数 1,680株

資本金 21,000千円

資本準備金 21,000千円



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金   237,603     327,578     

２．売掛金   276,049     228,818     

３．有価証券   340     340     

４．たな卸資産   65,429     53,187     

５．繰延税金資産    21,555     15,036     

６．その他   161,164     168,152     

貸倒引当金   △557     △482     

流動資産合計     761,587 13.3   792,632 14.6 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１             

(1）建物 ※２ 2,718,398     2,575,980     

(2）土地 ※２ 803,733     803,733     

(3）建設仮勘定   81,637     78,418     

(4）その他   255,396     236,315     

有形固定資産合計   3,859,166   67.3 3,694,448   68.0 

２．無形固定資産   3,095   0.1 2,017   0.0 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券   7,075     7,073     

(2）差入保証金   1,008,404     861,923     

(3）繰延税金資産   13,788     9,138     

(4）その他   79,855     64,088     

貸倒引当金   △10     △9     

投資その他の資産合計   1,109,113   19.3 942,214   17.3 

固定資産合計     4,971,374 86.7   4,638,679 85.4 

資産合計     5,732,961 100.0   5,431,312 100.0 

      

 



    
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金   210,776     169,739     

２．短期借入金   －     50,000     

３．一年以内返済予定 
  長期借入金 

※２ 573,059     534,112     

４．一年以内償還予定社債   110,000     70,000     

５．未払金   397,769     502,914     

６．未払法人税等   87,249     28,619     

７．賞与引当金   15,932     13,271     

８．その他 ※３ 144,325     66,784     

流動負債合計     1,539,112 26.8   1,435,440 26.4 

Ⅱ 固定負債               

１．社債   －     50,000     

２．長期借入金 ※２ 2,658,572     2,527,519     

３．その他   58,762     46,611     

固定負債合計     2,717,334 47.4   2,624,130 48.3 

負債合計     4,256,447 74.2   4,059,571 74.7 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     653,075 11.4   631,825 11.6 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   583,075     561,825     

資本剰余金合計     583,075 10.2   561,825 10.3 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   240,414     178,142     

利益剰余金合計     240,414 4.2   178,142 3.3 

株主資本合計     1,476,564 25.8   1,371,792 25.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券 
  評価差額金 

    △50 △0.0   △51 △0.0 

評価・換算差額等合計     △50 △0.0   △51 △0.0 

純資産合計     1,476,514 25.8   1,371,740 25.3 

負債純資産合計     5,732,961 100.0   5,431,312 100.0 

      



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,489,575 100.0   6,828,239 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,206,868 26.9   1,789,783 26.2 

売上総利益     3,282,706 73.1   5,038,456 73.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     3,223,709 71.8   4,956,785 72.6 

営業利益     58,996 1.3   81,671 1.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   75,192 1.7   142,637 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   39,163 0.9   68,154 1.0 

経常利益     95,025 2.1   156,154 2.3 

Ⅵ 特別利益 ※３   40,214 0.9   600 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※4,5   6,339 0.1   22,931 0.3 

税引前中間（当期） 
純利益 

    128,900 2.9   133,823 2.0 

法人税、住民税及び 
事業税 

  77,798     73,670     

法人税等調整額   △11,170 66,628 1.5 △194 73,475 1.1 

中間（当期）純利益     62,272 1.4   60,348 0.9 

      



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金       利益剰余金 

 株主資本合計 
 資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
  剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金

平成19年２月28日 残高（千円） 631,825 561,825 561,825 178,142 178,142 1,371,792

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 21,250 21,250 21,250 － － 42,500

中間純利益 － － － 62,272 62,272 62,272

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

21,250 21,250 21,250 62,272 62,272 104,772

平成19年８月31日 残高（千円） 653,075 583,075 583,075 240,414 240,414 1,476,564

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年２月28日 残高（千円） △51 △51 1,371,740

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 － － 42,500

中間純利益 － － 62,272

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

0 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

0 0 104,773

平成19年８月31日 残高（千円） △50 △50 1,476,514



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金     利益剰余金

 株主資本合計 
  資本準備金 資本剰余金合計 

 その他利益
    剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

平成18年２月28日 残高（千円） 483,775 413,775 413,775 117,794 117,794 1,015,344

事業年度中の変動額     

新株の発行 148,050 148,050 148,050 － － 296,100

当期純利益 － － － 60,348 60,348 60,348

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計（千円） 148,050 148,050 148,050 60,348 60,348 356,448

平成19年２月28日 残高（千円） 631,825 561,825 561,825 178,142 178,142 1,371,792

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年２月28日 残高（千円） 379 379 1,015,724

事業年度中の変動額   

新株の発行 － － 296,100

当期純利益 － － 60,348

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△431 △431 △431

事業年度中の変動額合計（千円） △431 △431 356,016

平成19年２月28日 残高（千円） △51 △51 1,371,740



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

  

(1）有価証券 

① 子会社株式 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  

  

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

  

  

  

(3）たな卸資産 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

原材料及び貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

  

  

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用して

おります。 

 また、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      ５～29年 

構築物     ６～20年 

車両運搬具   ６年 

工具器具備品  ２～15年 

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間の均等償却によって

おります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年）に基づいておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

(3）長期前払費用 

 均等償却を採用しております。 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

  

３．繰延資産の処理方法 

  

株式交付費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

株式交付費  

同左 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間会計期間負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当事業年度負担額を計上し

ております。 

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

 なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

(3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を半期

毎に比較し、両者の変動額を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

        ────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。これに

より税引前当期純利益が17,133千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額

から直接控除しております。 

        ────── 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,371,740千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 当中間会計期間から法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の有形固定資

産については、改正法人税法に規定する償却

方法により減価償却費を計上しております。

これにより減価償却費は9,461千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は

同額減少しております。 

        ──────  

  

  

（不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上

区分） 

 従来、賃貸資産に関する受取賃貸料及び費

用は、営業外収益及び営業外費用に計上して

おりましたが、テナントビル取得に伴い不動

産賃貸収入の金額的重要性が高まり、経営成

績をより適正に表示するため、当中間会計期

間から売上高及び売上原価に計上する方法に

変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法と比較して、

売上高は54,945千円、売上原価は32,774千円

増加し、営業外収益は54,945千円、営業外費

用は32,774千円減少するとともに、売上総利

益及び営業利益は22,170千円増加しておりま

すが、経常利益及び税引前中間純利益への影

響はありません。 

        ──────   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前事業年度末 
（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,283,958千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,184,432千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通りであり

ます。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通りであり

ます。 

建物 864,090千円

土地 803,733千円

計 1,667,824千円

建物 877,991千円

土地 803,733千円

計 1,681,724千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年以内返済予定 

長期借入金 
93,328千円

長期借入金 1,406,678千円

計 1,500,006千円

一年以内返済予定 

長期借入金 
93,328千円

長期借入金 1,453,342千円

計 1,546,670千円

※３．消費税等の取扱い  

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ金額的に重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めております。 

※３．     ───── 
  



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

 協賛金収入 63,366千円 

 賃貸料収入 5,515千円 

協賛金収入 82,692千円

保険解約返戻金 34,895千円

賃貸料収入 9,523千円

 ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 31,306千円 

   

支払利息 37,945千円

株式公開費用 21,660千円

 ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

 固定資産売却益 40,214千円 

   

固定資産売却益 600千円

 ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

 固定資産除却損 6,339千円  減損損失 17,133千円

固定資産除却損 5,564千円

 ※５．     ───── 

  

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は、以下の

資産について減損損失を計上しており

ます。 

  用途場所 種別 減損損失 

直営店舗 
愛知県 

３店舗 

建物 9,976千円 

工具器具備品 819千円 

リース資産 6,337千円 

計 17,133千円 

  

  

当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、直営店舗を基本単

位とした資産のグルーピングを行って

おります。直営店舗については収益性

の低下により営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産グルー

プの帳簿価額を回収可能額まで減額

し、当該減少額17,133千円を減損損失

として特別損失に計上しております。 

また、資産グループ毎の回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は売却が困難であるため

零として評価しております。 

 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 

 有形固定資産 268,849千円 

 無形固定資産 422千円 

有形固定資産 396,500千円

無形固定資産 634千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

        前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

建物 875,009 41,521 833,488 

その他 447,782 179,349 268,433 

合計 1,322,792 220,870 1,101,921 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

減損損失
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

建物 390,300 6,960 － 383,339 

その他 393,106 223,812 5,951 163,342 

合計 783,406 230,772 5,951 546,682 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 157,794千円

１年超 950,277千円

合計 1,108,071千円

１年内 95,138千円

１年超 456,462千円

合計 551,600千円

  リース資産減損勘定の残高 249千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 84,080千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
249千円

減価償却費相当額 71,440千円

支払利息相当額 13,642千円

支払リース料 76,036千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
6,088千円

減価償却費相当額 63,313千円

支払利息相当額 6,618千円

減損損失 6,337千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 51,271円41銭

１株当たり中間純利益 2,181円64銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
1,923円36銭

１株当たり純資産額 50,621円47銭

１株当たり当期純利益 2,399円14銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
1,938円97銭

   当社株式は当事業年度中に上場したため、

１株当たり情報の算定期間である当事業年度

を通した期中平均株価が把握できないことか

ら、上場後の期中平均株価を当事業年度を通

した期中平均株価とみなして潜在株式調整後

１株当たり当期純利益を算定しております。 

  
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり中間（当期）純利益     

中間（当期）純利益（千円） 62,272 60,348 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
62,272 60,348 

普通株式の期中平均株式数（株） 28,544 25,154 

      

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 3,833 5,970 

（うち新株予約権） （3,833） (5,970) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

     ───── 

  

───── 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── 新株予約権の行使 

 平成19年３月26日付の新株予約権の行使

により、株式数等が次のとおり増加いたし

ました。 

 これにより平成19年４月30日現在の発行

済株式の総数は28,778株、資本金は652,825

千円、資本準備金は582,825千円となってお

ります。 

株式数 1,680株

資本金 21,000千円

資本準備金 21,000千円



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第６期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月31日東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年11月27日 

株式会社ジェイプロジェクト  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 堀江 正樹   

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 椎野 泰輔   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジェイプロジェクトの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジェイプロジェクト及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更している。 

２. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計

期間から、不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価を売上高及び売上原価に計上する方法により中間連結財務諸表

を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年11月27日 

株式会社ジェイプロジェクト  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 堀江 正樹   

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 椎野 泰輔   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジェイプロジェクトの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第７期事業年度の中間会計期間

（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ジェイプロジェクトの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。 

２． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間か

ら、不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価を売上高及び売上原価に計上する方法により中間財務諸表を作成して

いる。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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